○○○健発第○○○○号

平成○○年○○月○○日

東海北陸厚生局長　殿

名古屋市○○区○○町○○番○○号

○○○○○○○○○健康保険組合

理事長　　○○○　○○○　印
一般保険料等滞納処分認可申請書
標記について、下記滞納事業所につき健康保険法第１８０条第５項の規定により、滞納処分を執行いたしたく下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記

１．滞納保険料等明細書

２．理由書

３．繰上徴収決定通知書（写）
４．滞納処分票等（写）
滞納事業所
	事業所名称
	所在地
	代表者

	株式会社○○
	名古屋市○区○○町○番○号
	○○　○○


 滞納保険料等明細書
	所属月分
	納入期限
	督促指定期限
	一般保険料
	介護保険料
	延滞金
	備　考

	平成○○年

　　３月分
	平成○○年

４月３０日
	平成○○年

５月２１日
	162,288円
	16,600円
	法第181条の規定による延滞金を要す。
	

	平成○○年

　　４月分
	平成○○年

５月３１日
	平成○○年

６月２１日
	162,288円
	16,600円
	〃
	

	平成○○年

　　５月分
	平成○○年

７月　１日
	平成○○年

７月１８日
	162,288円
	16,600円
	
	第172条第３号の規定により、納期を繰り上げている。

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	平成　　年

　　　月分
	平成　　年

　月　　日
	平成　　年

　月　　日
	
	
	
	

	合　　　　計
	486,864円
	49,800円
	要す
	


理　由　書
　株式会社○○○○○、名古屋市○○区○○町○○番○号、代表者○○○○の一般保険料等の納入については、事業主に対し再三再四督促してまいりましたが、未だ納入されず納入の誠意も認められないので滞納処分を執行し組合財政の確立を期し、もって組合運営の円滑を図りたく認可をお願いいたします。
　なお、当該事業所は、平成○○年7月15日に２回目の不渡りを出し、事業所が廃止されているため、別紙のとおり、平成○○年5月分保険料の繰り上げ徴収を行いました。


○○○健発第○○○号
平成○○年７月１６日

株式会社○○○○

　　　　　事業主　殿


○○○○○健康保険組合

理事長　○○　○○　印

一般保険料等督促指定期限の繰上徴収決定通知書

　健康保険法第１７２条の規定により、下記のとおり一般保険料等督促指定期限の繰上を決定したので通知します。
記

（事業所）

告知番号　○○○

事業所名　株式会社○○○○○

所在地　名古屋市○○区○○町○番○号
（保険料）

平成○○年５月分　一般保険料　金額　１６２，２８８円也

　　　　　　　　　介護保険料　金額　　１６，６００円也

（納付期限）

平成○○年７月１８日

（事由）
健康保険法１７２条第○号の規定に該当
滞納処分票の写し

愛－○○○











該当する場合








督促指定期限を繰り上げている場合の例





繰上徴収を行った場合の文例です。各事案に応じて、詳細に理由を記載してください。





宛先は事業主になります。仮に管財人の所在地に送付する場合でも事業主になりますので、ご留意ください。








組合で作成したものの写しに原本証明をして提出してください。








時刻をもって期限とする場合は、納付場所として担当職員名を記載すること。








事案に該当する条文を記載してください。








写しに原本証明をしたものを添付してください。（事蹟が記載された部分も含む。）


また、延滞金が確定している場合は、延滞金の計算式も添付してください。








